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市 議 案 第 ８ ７ 号  
手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の

と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ９ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用

等 に 関 す る 法 律 の 改 正 に 伴 い 個 人 番 号 カ ー ド の 再 発 行 手 数 料 に

関 す る 規 定 を 削 除 す る と と も に ， そ の 他 所 要 の 規 定 を 改 正 す る

た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

   手数料条例の一部を改正する条例 

 手数料条例（平成１２年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（手数料の減免） （手数料の減免） 

第８条 （省 略） 第８条 （省 略） 

２ 別表第３１の１の項及び２の項に掲げる手数料を減免する場合における

前項第４号の規定の適用については，同号中「市長」とあるのは，「審理員

（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項第３号に掲げる

委員会若しくは委員若しくは機関が審査庁である場合又は同項ただし書の

特別の定めがある場合にあっては，審査庁）又は豊中市行政不服審査会」と

する。 

２ 別表第３０の１の項及び２の項に掲げる手数料を減免する場合における

前項第４号の規定の適用については，同号中「市長」とあるのは，「審理員

（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項第３号に掲げる

委員会若しくは委員若しくは機関が審査庁である場合又は同項ただし書の

特別の定めがある場合にあっては，審査庁）又は豊中市行政不服審査会」と

する。 

附 則 附 則 

１・２ （省 略） １・２ （省 略） 

３ 当分の間，住民基本台帳カードの利用に関する条例（平成２０年豊中市条

例第２３号）第２条第１号に掲げるサービスを提供する場合及び個人番号カ

ード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードを

いう。以下同じ。）を用いて多機能端末機（同号に規定する多機能端末機を

いう。）を利用して，住民票の写し，印鑑登録証明書，市・府民税課税証明

書，戸籍の全部事項証明書，戸籍の個人事項証明書又は戸籍の附票の写しの

交付を受けるサービスを提供する場合における別表第１の１の項，別表第２

の２の項並びに別表第３３の１の項及び４の項の規定の適用については，別

３ 当分の間，住民基本台帳カードの利用に関する条例（平成２０年豊中市条

例第２３号）第２条第１号に掲げるサービスを提供する場合及び個人番号カ

ード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードを

いう。）を用いて多機能端末機（同号に規定する多機能端末機をいう。）を

利用して，住民票の写し，印鑑登録証明書，市・府民税課税証明書，戸籍の

全部事項証明書，戸籍の個人事項証明書又は戸籍の附票の写しの交付を受け

るサービスを提供する場合における別表第１の１の項，別表第２の２の項並

びに別表第３３の１の項及び４の項の規定の適用については，別表第１の１
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

表第１の１の項中「４５０円」とあるのは「３５０円」と，別表第２の２の

項並びに別表第３３の１の項及び４の項中「３００円」とあるのは「２００

円」とする。 

の項中「４５０円」とあるのは「３５０円」と，別表第２の２の項並びに別

表第３３の１の項及び４の項中「３００円」とあるのは「２００円」とする。 

別表第２０ 毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）関係 別表第２０ 毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）関係 

 事務 名称 金額 

１ 第４条第３項の規定に基づく毒物又は劇

物の販売業の登録の申請に対する審査 

（省 略） 

 

２ 第４条第４項の規定に基づく毒物又は劇

物の販売業の登録の更新の申請に対する

審査 

（省 略） 

（省 略） 
 

 事務 名称 金額 

１ 第４条第２項の規定に基づく毒物又は劇物

の販売業の登録の申請に対する審査 

（省 略） 

２ 第４条第３項の規定に基づく毒物又は劇物

の販売業の登録の更新の申請に対する審査 

（省 略） 

（省 略） 
 

別表第２４ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する

法律（昭和３５年法律第１４５号）関係 

別表第２４ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する

法律（昭和３５年法律第１４５号）関係 

 事務 名称 金額 

（省 略） 

４ 第１２条第２項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売業の許可の更新の

申請に対する審査 

（省 略） 

（省 略） 

６ 第１３条第３項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造業の許可の更新の申請

に対する審査 

（省 略） 

（省 略） 

 事務 名称 金額 

（省 略） 

４ 第１２条第４項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売業の許可の更新の

申請に対する審査 

（省 略） 

（省 略） 

６ 第１３条第４項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造業の許可の更新の申請

に対する審査 

（省 略） 

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

８ 第１４条第９項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売の一部変更の承認

の申請に対する審査 

（省 略） 

（省 略） 

１２ 第３９条第４項の規定に基づく高度管理

医療機器等の販売業又は貸与業の許可の

更新の申請に対する審査 

（省 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び

安全性の確保等に関する法律施行令（昭

和３６年政令第１１号）第５条第１項の

規定に基づく薬局製造販売医薬品の製造

販売業の許可証の書換え交付 

（省 略） 

１４ 

～ 

１６ 

（省 略） 

８ 第１４条第１５項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売の一部変更の承

認の申請に対する審査 

（省 略） 

（省 略） 

１２ 第３９条第６項の規定に基づく高度管理

医療機器等の販売業又は貸与業の許可の

更新の申請に対する審査 

（省 略） 

１３ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安

全性の確保等に関する法律施行令（昭和３

６年政令第１１号）第２条の３第１項の規

定に基づく薬局開設の許可証の書換え交

付 

薬局開設許可証

書換え交付手数

料 

２，０００円

１４ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安

全性の確保等に関する法律施行令第２条

の４第１項の規定に基づく薬局開設の許

可証の再交付 

薬局開設許可証

再交付手数料 

２，９００円

１５ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安

全性の確保等に関する法律施行令第５条

第１項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造販売業の許可証の書換え交付 

 

（省 略） 

１６ 

～ 

１８ 

（省 略） 

5



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

１７ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び

安全性の確保等に関する法律施行令第４

５条第１項の規定に基づく薬局開設，医

薬品の店舗販売業又は高度管理医療機器

等の販売業若しくは貸与業の許可証の書

換え交付 

薬局開設，医薬

品店舗販売業又

は高度管理医療

機器等販売業若

しくは貸与業許

可証書換え交付

手数料 

（省 略） 

１８ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び

安全性の確保等に関する法律施行令第４

６条第１項の規定に基づく薬局開設，医

薬品の店舗販売業又は高度管理医療機器

等の販売業若しくは貸与業の許可証の再

交付 

薬局開設，医薬

品店舗販売業又

は高度管理医療

機器等販売業若

しくは貸与業許

可証再交付手数

料 

（省 略） 

 

１９ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安

全性の確保等に関する法律施行令第４５

条第１項の規定に基づく医薬品の店舗販

売業又は高度管理医療機器等の販売業若

しくは貸与業の許可証の書換え交付 

医薬品店舗販売

業又は高度管理

医療機器等販売

業若しくは貸与

業許可証書換え

交付手数料 

（省 略） 

２０ 医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安

全性の確保等に関する法律施行令第４６

条第１項の規定に基づく医薬品の店舗販

売業又は高度管理医療機器等の販売業若

しくは貸与業の許可証の再交付 

医薬品店舗販売

業又は高度管理

医療機器等販売

業若しくは貸与

業許可証再交付

手数料 

（省 略） 

 

別表第２９ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律関係 

別表第２９ 削除 

事務 名称 金額 

第１７条第８項の規定に基づく個人番号カー

ドの再発行 

個人番号カード

の再発行手数料 

１枚 ８００円 

 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ８ ８ 号  
住 民 基 本 台 帳 カ ー ド の 利 用 に 関 す る 条 例 を 廃 止 す

る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 住 民 基 本 台 帳 カ ー ド の 利 用 に 関 す る 条 例 を 廃 止 す る 条 例 を 次

の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ９ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 住 民 基 本 台 帳 カ ー ド の 利 用 に 関 す る 条 例 を 廃 止 す る た め ， 提

案 す る も の で あ る 。  
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豊 中 市 条 例 第   号  

   住 民 基 本 台 帳 カ ー ド の 利 用 に 関 す る 条 例 を 廃 止 す  
る 条 例  

住 民 基 本 台 帳 カ ー ド の 利 用 に 関 す る 条 例 （ 平 成 ２ ０ 年 豊 中 市

条 例 第 ２ ３ 号 ） は ， 廃 止 す る 。  

附  則  

１  こ の 条 例 は ， 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

２  こ の 条 例 の 施 行 の 日 前 に こ の 条 例 に よ る 廃 止 前 の 住 民 基 本

台 帳 カ ー ド の 利 用 に 関 す る 条 例 第 ４ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り

住 民 基 本 台 帳 カ ー ド に 利 用 情 報 の 記 録 を 受 け た 者 に 係 る 当

該 住 民 基 本 台 帳 カ ー ド の 利 用 に つ い て は ， 当 該 住 民 基 本 台 帳

カ ー ド の 有 効 期 間 に 限 り ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

３  豊 中 市 印 鑑 条 例 （ 昭 和 ５ ０ 年 豊 中 市 条 例 第 ２ ３ 号 ） の 一 部

を 次 の よ う に 改 正 す る 。  
第 ７ 条 た だ し 書 中 「 住 民 基 本 台 帳 カ ー ド の 利 用 に 関 す る 条

例 （ 平 成 ２ ０ 年 豊 中 市 条 例 第 ２ ３ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 号 に 規 定 す

る 多 機 能 端 末 機 」 を 「 本 市 の 電 子 計 算 機 と 電 気 通 信 回 線 に よ

り 接 続 さ れ た 民 間 事 業 者 が 設 置 す る 端 末 装 置 で 証 明 書 を 交

付 す る 機 能 を 有 す る も の 」 に ， 「 同 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 住 民

基 本 台 帳 カ ー ド 認 証 機 」 を 「 本 市 の 電 子 計 算 機 と 電 気 通 信 回

線 に よ り 接 続 さ れ た 住 民 基 本 台 帳 カ ー ド （ 行 政 手 続 に お け る

特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 の

施 行 に 伴 う 関 係 法 律 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ２ ５ 年 法 律

第 ２ ８ 号 ） 第 １ ９ 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 住 民 基 本 台 帳 法 第

３ ０ 条 の ４ ４ 第 １ 項 に 規 定 す る 住 民 基 本 台 帳 カ ー ド を い う 。 ）

の 認 証 用 の 端 末 装 置 」 に 改 め る 。  
４  手 数 料 条 例 （ 平 成 １ ２ 年 豊 中 市 条 例 第 ９ 号 ） の 一 部 を 次 の

よ う に 改 正 す る 。  
附 則 第 ３ 項 中 「 住 民 基 本 台 帳 カ ー ド の 利 用 に 関 す る 条 例

（ 平 成 ２ ０ 年 豊 中 市 条 例 第 ２ ３ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 号 に 掲 げ る サ

ー ビ ス を 提 供 す る 場 合 及 び 個 人 番 号 カ ー ド （ 行 政 手 続 に お け
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る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律

（ 平 成 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ７ 号 ） 第 ２ 条 第 ７ 項 に 規 定 す る 個 人 番

号 カ ー ド を い う 。 ） を 用 い て 」 を 削 り ， 「 同 号 に 規 定 す る 多

機 能 端 末 機 」 を 「 本 市 の 電 子 計 算 機 と 電 気 通 信 回 線 に よ り 接

続 さ れ た 民 間 事 業 者 が 設 置 す る 端 末 装 置 で 証 明 書 を 交 付 す

る 機 能 を 有 す る も の 」 に 改 め る 。  
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市 議 案 第 ８ ９ 号  
豊 中 市 特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 及 び 特 定 地 域 型 保 育 事

業 並 び に 特 定 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 施 設 等 の 運 営 に

関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の

設 定 に つ い て  
 豊 中 市 特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 及 び 特 定 地 域 型 保 育 事 業 並 び に 特

定 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 施 設 等 の 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例

の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ９ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 及 び 特 定 地 域 型 保 育 事 業 並 び に 特 定 子 ど

も ・ 子 育 て 支 援 施 設 等 の 運 営 に 関 す る 基 準 の 改 正 に 伴 い ， 所 要

の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４９号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

   豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子 

ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例 

目次 

   豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す 

る基準を定める条例 

目次 

第１章 （省 略） 第１章 （省 略） 

第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（第５３条―第

６１条） 

第２章 雑則（第５３条） 

附則 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準(平成２６年内閣府令第３９号)の例に

よる。 

附則 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準

（平成２６年内閣府令第３９号）の例による。 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 （省 略） 第５条 （省 略） 

２ 特定教育・保育施設は，利用申込者からの申出があった場合には，前項の

規定による文書の交付に代えて，第５項で定めるところにより，当該利用申

込者の承諾を得て，当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができ
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

る。この場合において，当該特定教育・保育施設は，当該文書を交付したも

のとみなす。 

(１) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機と利用申込者の使用に係

る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し，受信者の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

イ 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに

記録された前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込

者の閲覧に供し，当該利用申込者の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受け

る旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては，特定教育・保

育施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録

する方法） 

(２) 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファ

イルに前項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項に掲げる方法は，利用申込者がファイルへの記録を出力することによ

る文書を作成することができるものでなければならない。 

 

４ 第２項第１号の電子情報処理組織とは，特定教育・保育施設の使用に係る

電子計算機と，利用申込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。 

 

５ 特定教育・保育施設は，第２項の規定により第１項に規定する重要事項を

提供しようとするときは，あらかじめ，当該利用申込者に対し，その用いる

次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し，文書又は電磁的方法による承
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

諾を得なければならない。 

(１) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設が使用するもの 

(２) ファイルへの記録の方式 

６ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設は，当該利用申込者から

文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があ

ったときは，当該利用申込者に対し，第１項に規定する重要事項の提供を電

磁的方法によってしてはならない。ただし，当該利用申込者が再び前項の規

定による承諾をした場合は，この限りでない。 

 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第３８条 （省 略） 第３８条 （省 略） 

２ 第５条第２項から第６項までの規定は，前項の規定による文書の交付につ

いて準用する。 

 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。以下

この項から第５項までにおいて同じ。）は，特定地域型保育が適正かつ確実

に実施され，及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう，次に掲げる

事項に係る連携協力を行う認定こども園，幼稚園又は保育所（以下「連携施

設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし，連携施設の確保

が著しく困難であると市が認める地域において特定地域型保育事業を行う

特定地域型保育事業者については，この限りでない。 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。以下

この項から第５項までにおいて同じ。）は，特定地域型保育が適正かつ確実

に実施され，及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう，次に掲げる

事項に係る連携協力を行う認定こども園，幼稚園又は保育所（以下「連携施

設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし，連携施設の確保

が著しく困難であると市が認める地域において特定地域型保育事業を行う

特定地域型保育事業者については，この限りでない。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けてい

た満３歳未満保育認定子ども（事業所内保育事業を利用する満３歳未満保

(３) 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けてい

た満３歳未満保育認定子ども（事業所内保育事業を利用する満３歳未満保
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

育認定子どもにあっては，第３７条第２項に規定するその他の小学校就学

前子どもに限る。以下この号において同じ。）を，当該特定地域型保育の

提供の終了に際して，当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者の希望に基づき，引き続き当該連携施設において受け入れて

教育・保育を提供すること。 

育認定子どもにあっては，第３７条第２項に規定するその他の小学校就学

前子どもに限る。以下この号及び第４項第１号において同じ。）を，当該

特定地域型保育の提供の終了に際して，当該満３歳未満保育認定子どもに

係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき，引き続き当該連携施設に

おいて受け入れて教育・保育を提供すること。 

２～９ （省 略） ２～９ （省 略） 

第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準 第２章 雑則 

（趣旨） （電磁的記録等） 

第５３条 法第５８条の４第２項の内閣府令で定める特定子ども・子育て支援

施設等（法第３０条の１１第１項に規定する特定子ども・子育て支援施設等

をいう。）の運営に関する基準は，この章に定めるところによる。 

（教育・保育その他の子ども・子育て支援の提供の記録） 

第５４条 特定子ども・子育て支援提供者（法第３０条の１１第３項に規定す

る特定子ども・子育て支援提供者をいう。以下同じ。）は，特定子ども・子

育て支援（同条第１項に規定する特定子ども・子育て支援をいう。以下同じ。）

を提供した際は，提供した日及び時間帯，当該特定子ども・子育て支援の具

体的な内容その他必要な事項を記録しなければならない。 

（利用料及び特定費用の額の受領） 

第５５条 特定子ども・子育て支援提供者は，特定子ども・子育て支援を提供

したときは，施設等利用給付認定保護者（法第３０条の５第３項に規定する

施設等利用給付認定保護者をいう。以下同じ。）から，その者との間に締結

した契約により定められた特定子ども・子育て支援の提供の対価（子ども・

子育て支援法施行規則第２８条の１６に規定する費用（以下「特定費用」と

いう。）に係るものを除く。以下「利用料」という。）の額の支払を受ける

第５３条 特定教育・保育施設等は，記録，作成，保存その他これらに類する

もののうち，この条例の規定において書面等（書面，書類，文書，謄本，抄

本，正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）により行うことが規定されているものについては，当該書面等に代え

て，当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚

によって認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）に

より行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は，この条例の規定による書面等の交付又は提出に

ついては，当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には，当該書

面等の交付又は提出に代えて，第４項で定めるところにより，教育・保育給

付認定保護者の承諾を得て，当該書面等に記載すべき事項（以下この条にお

いて「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と，教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条におい
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

ものとする。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は，前項の規定により支払を受ける額のほ

か，特定費用の額の支払を施設等利用給付認定保護者から受けることができ

る。この場合において，特定子ども・子育て支援提供者は，あらかじめ，当

該支払を求める金銭の使途及び額並びに理由について書面により明らかに

するとともに，施設等利用給付認定保護者に対して説明を行い，同意を得な

ければならない。 

（領収証及び特定子ども・子育て支援提供証明書の交付） 

第５６条 特定子ども・子育て支援提供者は，前条の規定による費用の支払を

受ける際，当該支払をした施設等利用給付認定保護者に対し，領収証を交付

しなければならない。この場合において，当該領収証は，利用料の額と特定

費用の額とを区分して記載しなければならない。ただし，前条第２項に規定

する費用の支払のみを受ける場合は，この限りでない。 

２ 前項の場合において，特定子ども・子育て支援提供者は，当該支払をした

施設等利用給付認定保護者に対し，当該支払に係る特定子ども・子育て支援

を提供した日及び時間帯，当該特定子ども・子育て支援の内容，費用の額そ

の他施設等利用費の支給に必要な事項を記載した特定子ども・子育て支援提

供証明書を交付しなければならない。 

（法定代理受領の場合の読替え） 

第５７条 特定子ども・子育て支援提供者が法第３０条の１１第３項の規定に

より市から特定子ども・子育て支援に係る施設等利用費の支払を受ける場合

における前２条の規定の適用については，第５５条第１項中「額」とあるの

は「額から法第３０条の１１第３項の規定により市から支払を受けた施設等

利用費の額を控除して得た額」と，前条第１項中「利用料の額」とあるのは

て同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合において，当該特定教育・保育施設等は，当該

書面等を交付又は提出したものとみなす。 

(１) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定

保護者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送

信し，受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する

方法 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護

者の閲覧に供し，教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機に

備えられた当該教育・保育給付認定保護者のファイルに当該記載事項を

記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨

の申出をする場合にあっては，特定教育・保育施設等の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

(２) 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファ

イルに記載事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は，教育・保育給付認定保護者がファイルへの記録

を出力することによる文書を作成することができるものでなければならな

い。 

４ 特定教育・保育施設等は，第２項の規定により記載事項を提供しようとす

るときは，あらかじめ，当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

「利用料の額から法第３０条の１１第３項の規定により市から支払を受け

た施設等利用費の額を控除して得た額」と，前条第２項中「前項の場合にお

いて，」とあるのは「法第３０条の１１第３項の規定により市から特定子ど

も・子育て支援に係る施設等利用費の支払を受ける」と，「当該支払をした」

とあるのは「当該市及び当該」と，「交付し」とあるのは「交付し，及び当

該施設等利用給付認定保護者に対し，当該施設等利用給付認定保護者に係る

施設等利用費の額を通知し」とする。 

（施設等利用給付認定保護者に関する市への通知） 

第５８条 特定子ども・子育て支援提供者は，特定子ども・子育て支援を受け

ている施設等利用給付認定子ども（法第３０条の８第１項に規定する施設等

利用給付認定子どもをいう。以下同じ。）に係る施設等利用給付認定保護者

が偽りその他不正な行為によって施設等利用費の支給を受け，又は受けよう

としたときは，遅滞なく，意見を付してその旨を当該支給に係る市に通知し

なければならない。 

（施設等利用給付認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第５９条 特定子ども・子育て支援提供者は，施設等利用給付認定子どもの国

籍，信条，社会的身分又は特定子ども・子育て支援の提供に要する費用を負

担するか否かによって，差別的取扱いをしてはならない。 

（秘密保持等） 

第６０条 特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の職員及び管理

者は，正当な理由がなく，その業務上知り得た施設等利用給付認定子ども又

はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は，職員であった者が，正当な理由がなく，

その業務上知り得た施設等利用給付認定子ども又はその家族の秘密を漏ら

に対し，その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し，文書又は

電磁的方法による承諾を得なければならない。 

(１) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するも

の 

(２) ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は，当該教育・保育給

付認定保護者から文書又は電磁的方法により，電磁的方法による提供を受け

ない旨の申出があったときは，当該教育・保育給付認定保護者に対し，第２

項に規定する記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただ

し，当該教育・保育給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をした場合

は，この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は，この条例の規定による書面等による同意の

取得について準用する。この場合において，第２項中「書面等の交付又は提

出」とあり，及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事

項」という。）」とあるのは「書面等による同意」と，「第４項」とあるの

は「第６項において準用する第４項」と，「提供する」とあるのは「得る」

と，「書面等を交付又は提出した」とあるのは「書面等による同意を得た」

と，「記載事項」とあるのは「同意に関する事項」と，「提供を受ける」と

あるのは「同意を行う」と，「受けない」とあるのは「行わない」と，第４

項中「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と，「記載事項

を提供する」とあるのは「同意を得ようとする」と，同項第１号中「第２項

各号」とあるのは「第６項において準用する第２項各号」と，前項中「提供

を受けない」とあるのは「同意を行わない」と，「第２項に規定する記載事

項の提供」とあるのは「この条例の規定による書面等による同意の取得」と
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

すことがないよう，必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定子ども・子育て支援提供者は，小学校，他の特定子ども・子育て支援

提供者その他の機関に対して，施設等利用給付認定子どもに関する情報を提

供する際には，あらかじめ文書により当該施設等利用給付認定子どもに係る

施設等利用給付認定保護者の同意を得ておかなければならない。 

（記録の整備） 

第６１条 特定子ども・子育て支援提供者は，職員，設備及び会計に関する諸

記録を整備しておかなければならない。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は，第５４条の規定による特定子ども・子

育て支援の提供の記録及び第５８条の規定による市への通知に係る記録を

整備し，その完結の日から５年間保存しなければならない。 

読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ９ ０ 号  
北 部 大 阪 都 市 計 画 新 千 里 北 住 宅 地 区 地 区 計 画 の 区

域 内 に お け る 建 築 物 の 制 限 に 関 す る 条 例 の 一 部 を

改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 北 部 大 阪 都 市 計 画 新 千 里 北 住 宅 地 区 地 区 計 画 の 区 域 内 に お け

る 建 築 物 の 制 限 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う

に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ９ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

北 部 大 阪 都 市 計 画 に 係 る 地 区 計 画 の 変 更 に 伴 い ， 新 千 里 北 住

宅 地 区 地 区 計 画 の 区 域 を Ａ 地 区 及 び Ｂ 地 区 に 区 分 す る と と も に ，

建 築 物 の 敷 地 ， 構 造 及 び 用 途 に 関 す る 制 限 並 び に 緑 化 率 の 最 低

限 度 を 定 め る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

北部大阪都市計画新千里北住宅地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

 北部大阪都市計画新千里北住宅地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２８年豊中市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 目次 

第１章 （省 略） 第１章 （省 略） 

第２章 建築物の敷地，構造及び用途に関する制限（第４条―第８条） 第２章 建築物の敷地，構造及び用途に関する制限（第４条―第１１条） 

第３章 建築物の緑化率の最低限度等（第９条―第１４条） 第３章 建築物の緑化率の最低限度等（第１２条―第１７条） 

第４章 雑則（第１５条―第１８条） 第４章 雑則（第１８条―第２１条） 

第５章 罰則（第１９条―第２１条） 第５章 罰則（第２２条―第２４条） 

附則 附則 

   （建築物の容積率の最高限度） 

第５条 建築物の容積率は，別表の２の項に掲げる数値以下でなければならな

い。 

２ 前項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積は，法第５２

条第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積の例によ

り算定する。 

 （建築物の建蔽率の最高限度） 

第６条 建築物の建蔽率は，別表の３の項に掲げる数値を超えてはならない。 

２ 前項の規定の適用については，法第５３条第３項第２号に該当する建築物

にあっては，前項に定める数値に１０分の１を加えたものをもって同項に定

める数値とする。 

 （建築物の敷地面積の最低限度） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第７条 建築物の敷地面積は，別表の４の項に掲げる数値以上でなければなら

ない。 

２ 前項の規定の施行又は適用の際，現に建築物の敷地として使用されている

土地で同項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に

基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合しないこと

となる土地について，その全部を一の敷地として使用する場合においては，

同項の規定は，適用しない。ただし，次の各号のいずれかに該当する土地に

ついては，この限りでない。 

(１) 前項の規定（別表の４の項の規定を含む。以下この号において同じ。）

を改正する条例による改正後の同項の規定の施行又は適用の際，改正前の

同項の規定に違反している建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づ

いて建築物の敷地として使用するならば改正前の同項の規定に違反する

こととなった土地 

(２) 前項の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権

利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合する

に至った土地 

３ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行による建築物の敷地面積

の減少により，当該事業の施行の際，現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で第１項の規定に適合しなくなるもの又は現に存する所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合し

ないこととなる土地について，その全部を一の敷地として使用する場合にお

いては，同項の規定は，適用しない。ただし，次の各号のいずれかに該当す

る土地については，この限りでない。 

(１) 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行により面積が減少し
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

た際，当該面積の減少がなくとも第１項の規定に違反していた建築物の敷

地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するなら

ば同項の規定に違反することとなった土地 

(２) 第１項の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の

権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合す

ることとなるに至った土地 

（建築物の壁面の位置の制限） （建築物の壁面の位置の制限） 

第５条 建築物の外壁又はこれに代わる柱（地盤面下に設けるものを除く。以

下同じ。）の位置は，別表の２の項に定めるとおりとする。 

第８条 建築物の外壁又はこれに代わる柱（地盤面下に設けるものを除く。以

下同じ。）の位置は，別表の５の項に定めるとおりとする。 

（建築物の高さの最高限度） （建築物の高さの最高限度） 

第６条 建築物の高さは，別表の３の項に掲げる数値を超えてはならない。た

だし，階段室，昇降機塔，装飾塔，物見塔，屋窓その他これらに類する建築

物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以

内の場合においては，その部分の高さは，５メートルまでは，当該建築物の

高さに算入しない。 

第９条 建築物の高さは，別表の６の項に掲げる数値を超えてはならない。た

だし，階段室，昇降機塔，装飾塔，物見塔，屋窓その他これらに類する建築

物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以

内の場合においては，その部分の高さは，５メートルまでは，当該建築物の

高さに算入しない。 

（垣又は柵の構造の制限） （垣又は柵の構造の制限） 

第７条 垣又は柵（門柱その他これに類するものを除く。以下同じ。）の構造

については，別表の４の項に掲げるとおりとする。 

第１０条 垣又は柵（門柱その他これに類するものを除く。以下同じ。）の構

造については，別表の７の項に掲げるとおりとする。 

（建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合の措置） （建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合等の措置） 

第８条 建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合における第４条の規定

の適用については，その敷地の過半が適用区域に属するときには，当該建築

物又はその敷地の全部について，同条の規定を適用し，その敷地の過半が適

用区域の外に属するときには，当該建築物又はその敷地の全部について，同

第１１条 建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合における第４条及び

第７条の規定の適用については，その敷地の過半が適用区域に属するときに

は，当該建築物又はその敷地の全部について，これらの規定を適用し，その

敷地の過半が適用区域の外に属するときには，当該建築物又はその敷地の全
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

条の規定を適用しない。 部について，これらの規定を適用しない。 

 ２ 建築物の敷地が新千里北住宅地区計画に係る地区整備計画において区分

された地区（以下「区分地区」という。）の２以上にわたる場合における第

４条及び第７条の規定の適用については，その建築物又はその敷地の全部に

ついて，敷地の過半の属する区分地区に係るこれらの規定を適用する。 

   第３章 （省 略） 

（緑化率の最低限度） 

   第３章 （省 略） 

（緑化率の最低限度） 

第９条 建築物の緑化率（建築物の緑化施設（都市緑地法第３４条第２項に規

定する緑化施設をいう。以下同じ。）の面積の敷地面積に対する割合をいう。

以下同じ。）は，別表の５の項に掲げる数値以上でなければならない。 

第１２条 建築物の緑化率（建築物の緑化施設（都市緑地法第３４条第２項に

規定する緑化施設をいう。以下同じ。）の面積の敷地面積に対する割合をい

う。以下同じ。）は，別表の８の項に掲げる数値以上でなければならない。 

（緑化率の最低限度の特例） （緑化率の最低限度の特例） 

第１０条 （省 略） 第１３条 （省 略） 

（建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合の措置） （建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合等の措置） 

第１１条 建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合においては，当該建築

物の緑化率は，第９条の規定にかかわらず，別表の５の項に掲げる数値にそ

の敷地の適用区域内にある部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得

た数値以上でなければならない。 

第１４条 建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合においては，当該建築

物の緑化率は，第１２条の規定にかかわらず，別表の８の項に掲げる数値に

その敷地の適用区域内にある部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて

得た数値以上でなければならない。 

２ 建築物の敷地が区分地区の２以上にわたる場合においては，当該建築物の

緑化率は，第１２条の規定にかかわらず，各区分地区に係る別表の８の項に

掲げる数値（建築物の緑化率に関する制限が定められていない区分地区にあ

っては，零）にその敷地の当該区分地区内にある各部分の面積の敷地面積に

対する割合を乗じて得た数値の合計以上でなければならない。 

（違反建築物に対する措置） （違反建築物に対する措置） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第１２条 市長は，第９条若しくは前条の規定又は第１０条第２項の規定によ

り許可に付された条件に違反している事実があると認めるときは，当該建築

物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対して，相当の期限を定め

て，その違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命じることができ

る。 

第１５条 市長は，第１２条若しくは前条の規定又は第１３条第２項の規定に

より許可に付された条件に違反している事実があると認めるときは，当該建

築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対して，相当の期限を定め

て，その違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命じることができ

る。 

２ 国又は地方公共団体の建築物については，前項の規定は，適用しない。こ

の場合において，市長は，国又は地方公共団体の建築物が第９条若しくは前

条の規定又は第１０条第２項の規定により許可に付された条件に違反して

いる事実があると認めるときは，その旨を当該建築物を管理する機関の長に

通知し，前項に規定する措置をとるべき旨を要請するものとする。 

２ 国又は地方公共団体の建築物については，前項の規定は，適用しない。こ

の場合において，市長は，国又は地方公共団体の建築物が第１２条若しくは

前条の規定又は第１３条第２項の規定により許可に付された条件に違反し

ている事実があると認めるときは，その旨を当該建築物を管理する機関の長

に通知し，前項に規定する措置をとるべき旨を要請するものとする。 

（報告及び立入検査） （報告及び立入検査） 

第１３条 （省 略） 第１６条 （省 略） 

（緑化施設の管理） （緑化施設の管理） 

第１４条 第９条又は第１１条に規定する緑化率の算定の基礎となる緑化施

設（第１０条第２項の規定により許可に付された条件において設置された緑

化施設を含む。）の管理の方法の基準は，市規則で定める。 

第１７条 第１２条又は第１４条に規定する緑化率の算定の基礎となる緑化

施設（第１３条第２項の規定により許可に付された条件において設置された

緑化施設を含む。）の管理の方法の基準は，市規則で定める。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

   第４章 （省 略）    第４章 （省 略） 

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和） （一の敷地とみなすこと等による制限の緩和） 

第１５条 法第８６条第１項若しくは第２項又は法第８６条の２第１項の規

定により市長がその１又は２以上の構えを成す建築物（以下この条において

「１又は２以上の建築物」という。）の位置及び構造が安全上，防火上及び

衛生上支障がないと認めたものについては，第５条，第９条又は第１１条の

第１８条 法第８６条第１項若しくは第２項又は法第８６条の２第１項の規

定により市長がその１又は２以上の構えを成す建築物（以下この条において

「１又は２以上の建築物」という。）の位置及び構造が安全上，防火上及び

衛生上支障がないと認めたものについては，第８条，第１２条又は第１４条
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

規定を適用する場合においては，当該１又は２以上の建築物は，一の敷地内

にあるものとみなす。 

の規定を適用する場合においては，当該１又は２以上の建築物は，一の敷地

内にあるものとみなす。 

２ 法第８６条第３項若しくは第４項又は法第８６条の２第２項若しくは第

３項の規定により市長がその１又は２以上の建築物の位置及び建蔽率，容積

率，各部分の高さその他の構造が交通上，安全上，防火上及び衛生上支障が

ないと許可したものについては，第５条，第９条又は第１１条の規定を適用

する場合においては，当該１又は２以上の建築物は，一の敷地内にあるもの

とみなす。 

２ 法第８６条第３項若しくは第４項又は法第８６条の２第２項若しくは第

３項の規定により市長がその１又は２以上の建築物の位置及び建蔽率，容積

率，各部分の高さその他の構造が交通上，安全上，防火上及び衛生上支障が

ないと許可したものについては，第８条，第１２条又は第１４条の規定を適

用する場合においては，当該１又は２以上の建築物は，一の敷地内にあるも

のとみなす。 

（既存の建築物に対する制限の緩和） （既存の建築物に対する制限の緩和） 

第１６条 （省 略） 第１９条 （省 略） 

２ 法第３条第２項の規定により第５条から第７条までの規定の適用を受け

ない建築物又はその部分について増築，改築，大規模の修繕又は大規模の模

様替をする場合においては，当該増築，改築，大規模の修繕又は大規模の模

様替をする部分以外の部分に対しては，法第３条第３項第３号及び第４号の

規定にかかわらず，第５条から第７条までの規定は，適用しない。 

２ 法第３条第２項の規定により第８条から第１０条までの規定の適用を受

けない建築物又はその部分について増築，改築，大規模の修繕又は大規模の

模様替をする場合においては，法第３条第３項第３号及び第４号の規定にか

かわらず，第８条から第１０条までの規定は，適用しない。 

（特例による許可） （特例による許可） 

第１７条 第４条，第５条又は第７条の規定は，次の各号のいずれかに該当す

る建築物については，当該許可の範囲内において，適用しない。 

第２０条 第４条から第８条まで又は第１０条の規定は，次の各号のいずれか

に該当する建築物については，当該許可の範囲内において，適用しない。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（委任） （委任） 

第１８条 （省 略） 第２１条 （省 略） 

   第５章 （省 略）    第５章 （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第１９条 次の各号のいずれかに該当する者は，５００，０００円以下の罰金

に処する。 

第２２条 次の各号のいずれかに該当する者は，５００，０００円以下の罰金

に処する。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 第５条から第７条までの規定に違反した場合における当該建築物の

設計者（設計図書を用いないで工事を施工し，又は設計図書に従わないで

工事を施工した場合においては，当該建築物の工事施工者） 

(２) 第５条第１項,第６条第１項,第７条第１項又は第８条から第１０条

までの規定に違反した場合(次号に規定する場合を除く。)における当該建

築物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し，又は設計図書に従わ

ないで工事を施工した場合においては，当該建築物の工事施工者） 

 (３) 建築物を建築した後に当該建築物の敷地面積を減少させたことによ

り，第７条第１項の規定に違反することとなった場合における当該建築物

の敷地の所有者，管理者又は占有者 

(３) （省 略） (４) （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

第２０条 次の各号のいずれかに該当する者は，３００，０００円以下の罰金

に処する。 

第２３条 次の各号のいずれかに該当する者は，３００，０００円以下の罰金

に処する。 

(１) 第１２条第１項の規定による命令に違反した者 (１) 第１５条第１項の規定による命令に違反した者 

(２) 第１３条第１項の規定による報告をせず，若しくは虚偽の報告をし，

又は同項の規定による立入検査を拒み，妨げ，若しくは忌避した者 

(２) 第１６条第１項の規定による報告をせず，若しくは虚偽の報告をし，

又は同項の規定による立入検査を拒み，妨げ，若しくは忌避した者 

第２１条 （省 略） 第２４条 （省 略） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里北住宅地区  

１ 建築物の用途の

制限 

(１) 共同住宅，寄宿舎又は下宿 

(２) 幼稚園又は幼保連携型認定こども園 

(３) 老人ホーム，保育所，福祉ホームその他これらに類

建築制限の事項 Ａ地区 Ｂ地区  

１ 建築物の用途

の制限 

(１) 共同住宅，寄宿舎又は

下宿 

(２) 幼稚園又は幼保連携型

(１) 住宅（届出住宅（住宅宿

泊事業法（平成２９年法律

第６５号）第２条第５項に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

するもの 

(４) 診療所 

(５) 巡査派出所，公衆電話所その他これらに類する令第

１３０条の４で定める公益上必要な建築物 

(６) 店舗，飲食店その他これらに類する用途に供するも

ののうち令第１３０条の５の３で定めるものでその用

途に供する部分の床面積の合計が５００平方メートル

以内のもの（３階以上の部分をその用途に供するもの

を除く。） 

(７) 前各号の建築物に附属するもの 

２ 建築物の壁面の

位置の制限 

(１) 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境

界線までの距離（第３号において「道路からの外壁の後

退距離」という。）は，５メートル以上でなければなら

ない。 

(２) 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境

界線までの距離（次号において「隣地からの外壁の後退

距離」という。）は，３メートル以上でなければならな

い。 

(３) 前２号の規定は，道路からの外壁の後退距離が５メ

ートルに満たない距離又は隣地からの外壁の後退距離

が３メートルに満たない距離にある建築物又は建築物

の部分が次のア又はイに該当する場合は，適用しない。

ただし，イに該当する場合の道路からの外壁の後退距離

又は隣地からの外壁の後退距離は，１．５メートル以上

認定こども園 

(３) 老人ホーム，保育所，福

祉ホームその他これらに類

するもの 

(４) 診療所 

(５) 巡査派出所，公衆電話

所その他これらに類する令

第１３０条の４で定める公

益上必要な建築物 

(６) 店舗，飲食店その他こ

れらに類する用途に供する

もののうち令第１３０条の

５の３で定めるものでその

用途に供する部分の床面積

の合計が５００平方メート

ル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するも

のを除く。） 

(７) 前各号の建築物に附属

するもの 

規定する届出住宅をいう。）

又は３戸以上の長屋（同項

に規定する届出住宅を除

く。）を除く。） 

(２) 住宅で事務所，店舗そ

の他これらに類する用途を

兼ねるもののうち令第１３

０条の３で定めるもの 

(３) 認知症高齢者グループ

ホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第

５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活

援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループ

ホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５

条第１７項に規定する共同

生活援助を行う施設をい

う。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４) 自治会等の自治活動の
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

でなければならない。 

ア 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が

３メートル以下であること。 

イ 物置その他これに類する用途に供し，軒の高さが

２．３メートル以下で，かつ，床面積の合計が５平方

メートル以内であること。 

(４) 豊中市道新千里２号線（以下「新千里２号線」とい

う。）に面する建築物については，２階以下の階に限り，

店舗，飲食店その他これらに類するものの用途に供する

部分の外壁又はこれに代わる柱の面から新千里２号線

の道路境界線までの距離を１．５メートル以上とするこ

とができる。 
 

３ 建築物の高さの

最高限度 

 ４０メートル（豊中市道新千里北町歩第１２号線の道路

境界線からの距離が１７メートル以内の区域及び豊中市

道新千里北町第３８号線の道路境界線からの距離が１０

メートル以内の区域においては，１５メートル） 

４ 垣又は柵の構造

の制限 

生垣，ネットフェンス，鉄柵その他これらに類する開放

性のあるものとしなければならない。ただし，高さ２メー

トル以下の門又は塀（１．６メートルを超える部分につい

ては，ネットフェンス，鉄柵その他これらに類する開放性

があるものに限る。）については，この限りでない。 

５ 緑化率の最低限

度 

１０分の２．５ 

 
 

目的の用に供するための集

会所その他これに類するも

の 

(５) 診療所（住宅の用途を

兼ねるもののうち患者の収

容施設を有しないものに限

る。） 

(６) 専ら防災のために設け

る備蓄倉庫その他これに類

するもの 

(７) 前各号の建築物に附属 

するもの（令第１３０条の

５で定めるものを除く。）  

２ 建築物の容積

率の最高限度 

 １０分の１０ 

３ 建築物の建蔽

率の最高限度 

 １０分の５ 

４ 建築物の敷地

面積の最低限

度 

 １５０平方メートル 

５ 建築物の壁面

の位置の制限 

 

(１) 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道路境

界線までの距離（第３号に

おいて「道路からの外壁の

建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から敷地境界線ま

での距離は,１メートル以上

でなければならない。ただし,
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

後退距離」という。）は，

５メートル以上でなければ

ならない。 

(２) 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から隣地境

界線までの距離（次号にお

いて「隣地からの外壁の後

退距離」という。）は，３メ

ートル以上でなければなら

ない。 

(３) 前２号の規定は，道路

からの外壁の後退距離が５

メートルに満たない距離又

は隣地からの外壁の後退距

離が３メートルに満たない

距離にある建築物又は建築

物の部分が次のア又はイに

該当する場合は，適用しな

い。ただし，イに該当する場

合の道路からの外壁の後退

距離又は隣地からの外壁の

後退距離は，１．５メートル

以上でなければならない。

ア 外壁又はこれに代わる

当該距離に満たない距離にあ

る建築物又は建築物の部分が

次のいずれかに該当する場合

は,適用しない。 

(１) 外壁又はこれに代わる

柱の中心線の長さの合計が

３メートル以下であるもの 

(２) 物置その他これに類す

る用途に供し,軒の高さが

２．３メートル以下で,か

つ,床面積の合計が５平方

メートル以内であるもの 

(３) 自動車車庫 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

柱の中心線の長さの合計

が３メートル以下である

こと。 

イ 物置その他これに類す

る用途に供し，軒の高さ

が２．３メートル以下で，

かつ，床面積の合計が５

平方メートル以内である

こと。 

(４) 豊中市道新千里２号線

（以下この号において「新

千里２号線」という。）に

面する建築物については，

２階以下の階に限り，店舗，

飲食店その他これらに類す

るものの用途に供する部分

の外壁又はこれに代わる柱

の面から新千里２号線の道

路境界線までの距離を１．

５メートル以上とすること

ができる。 

６ 建築物の高さ

の最高限度 

４０メートル（豊中市道新

千里北町第３８号線の道路境

界線からの距離が１０メート

１０メートルかつ軒の高さ

７メートル 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

  ル以内の区域においては，１

５メートル） 

 

７ 垣又は柵の構

造の制限 

 

道路に面する部分に設ける垣又は柵は，生垣，ネットフ

ェンス，鉄柵その他これらに類する開放性のあるものとしな

ければならない。ただし，高さ２メートル以下の門又は塀

（１．６メートルを超える部分については，ネットフェンス，

鉄柵その他これらに類する開放性があるものに限る。）につ

いては，この限りでない。 

８ 緑化率の最低

限度 

１０分の２．５  

 

  
附 則 

この条例は，令和３年１０月１日から施行する。 
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